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「くらしが大変」「仕事がない」「国保税が払えない」……県民の声は切

実さを増しています。国の政治が暮らしを脅かしてきているとき、「住民の

暮らしと福祉をまもる」という自治体の役割を茨城県政は果たしているで

しょうか。

●県民の願いは医療、福祉の充実

県が実施している「県政世論調査」での「県政への要望」では、毎年「医療

体制の整備」「高齢者福祉対策」が１、２位を占めています。続いて「子育て

支援・少子化対策」や「雇用対策」「高齢者の健康推進」と続き、福祉や医

療、暮らしの分野の充実を求める声が圧倒的です。

橋本知事が重点として推進している「高速道路や鉄道、空港、港湾など広域

交通ネットワークの整備」を望む声は昨年の調査ではわずかに４．７％でし

た。
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２０１２年実施の「県政世論調査」では、福島第１原発事故に伴う放射能汚

染に関して県に必要な環境対策を求める声が多く寄せられました。放射能汚染

に関する情報提供（41.7％）、放射線量の測定強化（23.0％）、市町村が実施

する除染対策への支援（9.5％）、廃棄物の保管・処分（9.5％）などです。食

の安全対策では「放射能汚染に関する検査及び規制の強化」（42.9％）、「食

品の検査強化」（39.1％）と続いています。

要望項目 2012年 2011年 2010年

医療体制の充実 １位 32.3％ １位 31.0％ ２位 30.2％

高齢者福祉体制の充実 ２位 30.5％ ２位 28.6％ １位 32.5％

子育て支援・少子化対策 ３位 27.5％ ３位 23.2％ ３位 28.5％

高齢者の健康推進 ４位 17.9％ ５位 14.1％ ５位 12.9％

雇用対策の充実 ５位 11.6％ ６位 13.0％ ４位 13.8％

治安の回復 ６位 10.2％ ７位 11.0％ ６位 11.2％

食の安全対策 ７位 10.0％ ４位 14.2％ ９位 6.7％

      ⋮ 

高速道路や鉄道、空港、港

湾など広域交通の整備

   ⋮ 

17位 4.7％

「県政世論調査」での「県政への要望」（毎年実施、複数回答）



●医療・福祉の全国指標から

◇老人ホーム定員数（65歳以上人口千人当たり）……… ３８位

◇身体障害者更生援護施設数（人口100万人当たり）… ４７位

◇知的障害者援護施設数（同）…………………………４６位

◇児童福祉施設数（人口10万人当たり）………………… ４０位

◇保育所数（０～５歳人口10万人当たり）…………………３５位

◇一般病院数（人口10万に当たり）……………………… ３２位

◇一般診療所数（同）……………………………………４６位

◇医師数（人口10万人当たり）……………………………４６位

◇看護師・准看護師数（100病床当たり）……………… ４４位

◇保健師数（人口10万人当たり）………………………… ３８位

◇民生費（人口１人当たり県・市町村財政合計）………… ４４位

◇老人福祉費（65歳以上人口１人当たり・同）……………４３位

◇児童福祉費（17歳以下人口１人当たり・同）……………４１位

（２０１３年３月「茨城早わかり」、総務省「統計でみる都道府県のすがた２０１３」より）

〈県立社会福祉施設の統廃合〉

◇保健所廃止（18→12ヶ所 94年４ヵ所、99年２ヵ所）

◇婦人相談所など４相談所を統合（2000年）

◇県立水戸看護専門学院・夜間定時制廃止（02年）

◇県立中央看護専門学院保健学科廃止（02年）

◇児童養護施設（友部みどり学園）廃止（03年）

◇知的障害者援護施設（内原厚生園）の統廃合（03年）

◇特別養護老人ホームの廃止・民間売却（04年）

〈福祉・医療施策の削減〉

◇介護慰労金の廃止（02年）

◇医療費助成制度に入院費・食事費の自己負担を導入（05年）

◇小児慢性疾患助成への県独自助成を削減（06年）

◇精神障害者通院費補助打ち切り（06年）

◇在宅障害者福祉手当に所得制限を導入（07年）

◇重度心身障害者の医療費助成を削減（08年）

◇妊産婦医療費助成を削減（09年）

◇小児慢性疾患治療補助対象を縮小、所得制限を導入（09年）

◇県立こども福祉医療センターを「民設民営化」（10年）

●それなのに……福祉施策は後退つづき
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●介護保険——重い保険料・利用料の負担

特養ホームへの入所希望者（各年度末）

2007年 08年

4,777人

6,185人
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〈保険料〉
水戸市

日立市

石岡市

結城市

下妻市

常総市

常陸太田市

取手市

牛久市

守谷市

筑西市

坂東市

神栖市

鉾田市

東海村

阿見町

境町
（17市町村）

〈利用料〉
水戸市

日立市

土浦市

結城市

下妻市

常総市

常陸太田市

笠間市

取手市

守谷市

那珂市

坂東市
かすみがうら市

神栖市

東海村
（15市村）

独自に減免実施の市町村

（2012年度）

●特養ホーム——増える待機者、低い整備目標

09年 10年 11年

5,513人

6,027人

県の整備目標
（2012年度から３ヵ年）

2,496床

4,807人

6,600人

12年

65歳以上の被保険者数 712,901人（13年４月末）

要介護（要支援）認定者 103,348人（13年４月末）

認定率 14.5％（13年４月末）

（全国17.6％＝12年12月末）

居宅サービス受給者数 60,772人（58.1％）（13年１月）

居宅サービス費の利用限度

額に対する利用率 42.2％（10年度）

茨城県の介護保険施行状況
介護保険料は３年

ごとに改定されます

が、２ ０ １ ２ 年 ４

月、県平均で２２％

値上げされ月額４，

５２８円となりまし

た。同時にホームヘ

ルパーがおこなう生

活援助の時間が短縮され、介護報酬も引き下げられ

ました。

介護サービスの削減とともに保険料の引き上げと

高い利用料は、介護保険を利用する高齢者と家族の

重い負担となっています。本県では、高い利用料負

担によって居宅サービスの利用限度額にたいする平

均利用率は４０％程度にとどまっています。認定者

は年々増加していますが、介護が必要と認定された

人でも６人に１人以上、１６，０４８人（13年１

月）はサービスを利用していません。

保険料・利用料の負担にたいし県内市町村では保

険料で１７市町村、利用料で１５市町村が独自に減

免措置をおこない住民の負担軽減をはかっていま

す。しかし、これら市町村を支援する県の助成はあ

りません。

独自減免実施の市町村への支援ない

特別養護老人ホームの待機

者は６千人を大きく超えてい

ます。しかし、県の「第５期

い ば ら き 高 齢 者 プ ラ ン」

（2012年から３カ年）の整備

目標は２４９６床で、圧倒的

に不足しています。

整備目標を引き上げ、計画

的に待機者の解消をめざす緊

急対策が必要です。



●子どもの医療費助成ーー自己負担・所得制限を導入

●国保税——滞納世帯２割こえる、強まる「取り立て」

２００９年 12年

96,790
（19.7％）

112,017
（22.7％）
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１０年

●後期高齢者医療制度——２０１２年４月に保険料値上げ

入 院 通 院

茨 城 小３ 小３

群 馬 中卒 中卒

栃 木 小６ 小６

東 京 中卒 中卒

千 葉 中卒 小３

神奈川 中卒 未就学

関東各都県との比較

（2012年12月１日現在）

102,251
（20.7％）

１１年

（６月１日現在）

国民健康保険の県内加入世帯は４９万

５千世帯、そのうち滞納世帯は２割を超

えています。生活の困窮で国保税の負担

が耐え難いものになっています。滞納を

理由に保険証を取り上げられ、資格証明

書を発行された世帯は５，７７２世帯

（12年６月）にのぼります。

滞納せざるを得なくなった人にたい

し、救済の手を差し伸べるどころか強権

的な「取り立て」も強められています。

茨城租税債権管理機構が２０１０年度に

徴収した２割以上は国保税が占めまし

た。

県内市町村は一般会計から１００億円を繰り入れし、住民負担の軽減に努力し

ています。市町村を支援すべき県は０６年に市町村国保への県費補助を廃止しま

した。

市町村国保への県補助を廃止

均等割保険料 所得割保険料率 １人当たり保険料

2010～11年度 ３７，４６２円 ７．６０％ ５０，０７０円

2012～13年度 ３９，５００円 ８．００％ ５１，３２０円

７５歳以上の

高齢者が加入す

る後期高齢者医

療制度では県後

期高齢者医療広域連合が２０１２年４月、平均１２５０円（2.5％）値上げし、

高齢者に重い負担が強いられました。関係者は財政安定化基金の取り崩しや医療

費の伸び率の見直しで値上げは避けるよう求めました。同じ被災県の岩手県は復

興に向けて「負担増を回避する」と保険料率を据え置きしています。

子どもの医療費助成の拡充は子育て世代の切実な

願いです。２０１０年１０月に対象年齢が小学３年

まで拡大されましたが、自己負担と所得制限は継続

されました。本県の所得制限はきびしく、県内３０

市町村で独自に撤廃しています。

県内２１市町村では対象年齢を独自に中学卒業ま

で拡大しています。自己負担も所得制限もなく中学

卒業まで完全無料化に必要な財源は県試算でもあと

３１億円です。税金の使い方が問われています。

中学卒業まで完全無料化にあと３１億円

95,407
（19.3％）



●保育所——増加する待機児童

６
４
９
人

６
８
９
人

７
８
３
人

６
９
９
人

07年 08年 09年 10年 11年

●児童相談所——虐待相談件数は10年間で１．９倍

●生活保護——保護率は全国の約半分

６
５
９
人

12年

６
５
３
人

（10月1日現）

茨城県の児童虐待相談件数

４５２

４５２

６６２

５８５

６４６

５９６

５３６

７１８

９２８

８７６

02年度

03年度

04年度

05年度

06年度

07年度

08年度

09年度

10年度

11年度

（件）

被保護

世帯

被保護

人員

保護率

06年度

07年度

08年度

09年度

10年度

11年度

12年度

13年3月

11,856

12,242

13,032

14,724

16,771

18,156

19,145

19,451

16,188

16,440

17,351

19,711

22,608

24,419

25,643

25,980

5.4

5.5

5.9

6.6

7.6

8.3

8.7

8.8

全国の

保護率

11.8

12.1

12.5

13.8

15.2

16.2

16.8

17.0

５

《保護率は人口1,000人当たりの割合。各年度

の月平均値（停止を含む）》

茨城県の生活保護

認可保育所に申し込んでも入れな

い待機児童が増えています。待機児

童の解消には定員超過の詰め込みで

はなく、保育所の計画的な新・増設

が重要課題です。

２０１２年１２月、保育所の最低

基準が県条例に委ねられました。

「意見募集」で一番多く寄せられた

のは面積や職員配置の拡充でした

が、県条例は、これまでの低い国基

準を踏襲するものとなっています。

県内の中央、土浦、筑西の児童

相談所に寄せられた児童虐待に関

する相談件数が１０年間に１．９

倍に増えており、相談体制の強化

が求められています。

２０１２年９月、水戸市水府町

に中央児童相談所と一時保護所が

移転新築されました。虐待を受け

た児童などを一時的に保護する一

時保護所は県内で１ヵ所だけで

す。相談件数が多い県南地域への

児童相談所の拡充は大きな課題と

なっています。

県内の生活保護世帯は１万９千世帯を

超え、「高齢者世帯」が４７．６％（13

年４月時点）を占めています。県担当課

は、雇用情勢が回復の兆しが見えてこな

い状況のなかで「増加傾向は今後も続く

ものと予想される」と見ています。

窓口で相談者に就労や親族などの援助

を求め、申請を受け付けない事例も横行

しています。茨城県の保護率は全国平均

の約半分にとどまっています。



●減少する賃金、増加する非正規労働者

●地域経済支える中小企業——雇用の88％担う

６

２００１ ０２ ０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ ０９ １０

９０

１００

１１０

１２０

１３０ １３０

９２

「茨城県県民経済計算」「事業所・企業統計調査結果」「経済センサス」より

２００１年＝１００

非正規労働者数

１人当たり県民

雇用者報酬

企業数 構成比

９２，８２３ ９９．９％

常用雇用者数 構成比

４７８，６９９ ８８．３％

〈中小企業白書・2012年版より〉

●商店街の実態——８割以上が「衰退している」

魅力ある店舗の減少

大型店の影響

業種・業態の不足

地域の人口減少

空き店舗の増加

近隣商店街の影響

駐車場・駐輪場の不足

49.4％

43.5％

42.4％

35.9％

34.1％

15.9％

10.6％

最近３年間の商店街への来街者の減少要因

県実施の「平成23年度・商店街実態調査」より（上位７位・複数選択）

県内経済はこの１０

年、企業所得は１９％

増えている一方で、１

人当たりの県民雇用者

報酬は８％低くなり、

年間３９万８千円減り

ました。非正規労働者

は３０％急増し、低賃

金と雇用不安に拍車を

かけています。

県内の非正規雇用は２００１年の３４万４千人から０９年には４４万８千人に

増え、県内労働者の４０．４％に。全国平均の３９．８％を上回っています。

非正規労働者ー

県内労働者の４割に

県内の中小企業は企業数で９９．９％、雇用

者数では８８．３％です。この中小企業が元気

になってこそ、地域経済再生の道がひらかれま

す。ところが３月末の金融円滑化法の打ち切り

で資金繰りが厳しくされ、さらに原材料費や燃

料費の値上げなど、中小企業に新たな困難が生

まれています。

地域経済に果たしている役割にふさわしい中

小企業振興・支援策が求められています。

県実施の商店街実態調査

（３年毎）では、８割以上の

商店街が「衰退している」と

回答しています。主な要因に

「魅力ある店舗減少」「大型

店の影響」などを挙げていま

す。

最近３年間に大型店が出店

した商店街では、７割以上が

２００５年 １１．７％

２００８年 １２．３％

２０１１年 １２．７％

県内の

空き店舗

の状況

（平成23年度・商店街実態調査）

来街者が「減った」と回答。一方、大型店が

退店した商店街でも、半数以上の商店街が来

街者は「変わらない」と回答しています。

１１９

企業所得



●商工予算——近県と比べると…

●土木事業中心の農業予算

９０年 ９５年 ００年 ０５年 １０年

農業産出額

（億円）

耕地面積

（ha）

農家数

（戸）

153千

140千

128千
114千

103千

199千
188千

182千
177千 174千

5192

4701
4147 4162 4306

◇農家戸数

103千戸

（全国２位）

◇農家人口

113千人

（全国１位）

◇耕地面積

174,100ha

（全国２位）

◇農業産出額

4,306億円

（全国２位）

本県農業の地位

（2010年度）

７

２０１１年度の決算額
（決算総額に占める割合）

茨 城 １，２９２億円（１１．１％）

栃 木 １，０５４億円（１３．５％）

群 馬 １，２６１億円（１６．４％）

千 葉 ２，１０８億円（１２．６％）

●茨城農業の現状

（総務省・平成23年度「決算状況」より）

年度

予 算 額

（当初）

うち

公共事業費

公共事業費の

占める割合

２００８ ６４３億円 ３４４億円 ５０．１％

２００９ ６６１億円 ３２２億円 ５５．４％

２０１０ ５５６億円 ２５１億円 ４５．１％

２０１１ ５０３億円 ２２３億円 ４４．２％

２０１２ ５３５億円 ２５１億円 ４６．９％

２０１３ ５１３億円 ２３６億円 ４５．９％

農林水産部予算に占める公共事業

県内の中小企業や商店街を支え

る商工予算は予算総額の１割程度

です。近県で最も高い群馬県並み

に引き上げるだけでも、１９００

億円以上の商工予算となり、中小

企業の経営支援は抜本的に拡充さ

れます。

農林水産部の予算は減少

していますが、その半分は

土木事業予算です。不要不

急な土木事業を見直し、農

家が安心して生産に取り組

める価格保障・所得補償費

を農業予算の中心にしてい

くことは、茨城農業を発展

させ、食料自給率を向上さ

せるために不可欠です。

（農林業センサス、県資料）



●ＴＰＰ（環太平洋連携協定）——本県農業に大打撃

８

農産物 1113億円 26.0％

林産物 8億円 11.4％

水産物 53億円 26.4％

合計 1174億円 25.8％

減少額 減少率
品目名

生産減
少率

米 49％

小麦 99％

加工用
トマト 100％

牛乳乳
製品 100％

牛肉 58％

大麦 79％

豚肉 77％

生産
減少額

469億円

3億円

5億円

4億円

151億円

71億円

338億円

鶏肉 7億円 20％

鶏卵 61億円 17％

落花生 4億円 40％

本県農林水産物への影響

試算による減少額

農産物への影響試算

全壊…………２，６２３棟

半壊………２４，１９６棟

一部損壊………

１８５，０１４棟

床上浸水……１，７９９棟

床下浸水……… ７７９棟
（2013月５月９日現在）

〔建物・外構など〕

被害あり………６９．０％

全壊……………１．７％

半壊……………６．５％

一部損壊……６０．８％

〔生産設備など〕

商品・製品……２８．５％

空調・給水設備……

２２．７％

店舗設備………２０．６％

生産設備………１０．７％

※県商工労働部が関係団体

に依頼した震災直後の緊

急アンケートの結果か

ら。調査期間2011.3.14～

23。回答数県内1,023社

●住宅・店舗に大きな被害——「一部損壊」に直接補助なし

と試算しています。茨城の農業と地域経済に大打撃と

なることが予想されます。

農産物の品目では、米はほぼ５割に落ち込み、小麦

は９９％と壊滅的被害を受けます。牛肉は約６割、豚

肉は約８割が減少し、牛乳・乳製品などは全滅する見

通しです。

県は日本が環太平洋連携協定

（ＴＰＰ）に参加した場合の県

内農林水産業に及ぼす影響をま

とめました。それによると年間

影響額は２００８年に比べ、農

林水産分野の生産額の４分の１

以上、１１７４億円が失われる

〈住宅被害〉

〈中小企業の被災状況〉

災害復旧事業
—港湾に県立校の７倍

常
陸
那
珂
港
区
な
ど

４
港
湾

県
立
学
校

１
２
４
校

５４億円

３７４億円

（2010年度から13年度ま

での災害復旧費の合計）

東日本大震災での本県の住宅被害は２１万棟

を超え、約９割は国の被災者生活再建支援制度

の対象とならない「一部損壊」です。そのため

家屋や店舗の補修費用にたいする県独自の支援

策が求められました。しかし県は「被害戸数が

多く、財政負担が相当なものになる」（11年９

月・第３回定例会で橋本知事）などとして直接

支援を拒否し、資金融資を受けた場合の利子補

給事業にとどめました。

県内の公立学校は９

５％が被害を受け、優

先的な予算措置が急が

れました。しかし県議

会で自民党議員が港湾

の復旧を急ぐよう求め

ると、県は「利用企業

が円滑に操業できるよ

う復旧工事に全力をあ

げる」と答え、港湾に

は重点配分しました。

県民の生活と生業の

再建を優先すべき県政

の役割が問われていま

す。



●霞ヶ浦——水質悪化は環境基準の３倍

９

項 目

環境基準
（類型Ⅲ・水道３級）

ＣＯＤ(ｍｇ/ℓ)  ３．０以下 

全窒素(ｍｇ/ℓ)  ０．４以下 

全リン(ｍｇ/ℓ)  ０．０３以下 

現 況

（2010年度）

８．７

１．３

０．１０

霞ヶ浦の水質浄化に投入された事業費

8,530億円（66.6％）

1,130億円（8.8％）廃棄物処理施設

※水源地域整備計画（1975～85）、湖沼水質保全計画

（第１期～5期）（1986～2010）での総事業費

生活排水対策事業
（下水道、浄化槽など）

しゅんせつ、導水事業

174億円（1.4％）家畜排せつ物処理施設

●エコフロンティアかさま——操業期間を延長、県外受け入れ

●地球温暖化対策——ＣＯ２排出の７割は産業部門

産業部門 運輸部門

民生部門 廃棄物部門

工業プロセス エネルギー転換部門

茨城県のＣＯ２排出割合（2009年度）

産業部門

(70.2）

運輸部門

(11.4）

民生部門

(12.3）

廃棄物部門

(1.9）

工業プロセス

(1.6）
エネルギー転換部門

(2.6）

霞ヶ浦の水質は依然とし

て高い値で推移していま

す。１０年度の実績は、Ｃ

ＯＤは環境基準の２．９

倍、全窒素で３．３倍、全

りんで３．３倍です。

水質浄化対策にこれまで

１兆２，８００億円が投入

されましたが、２，７００

億円は、大規模しゅんせつ

や霞ヶ浦導水事業など大型

公共事業でした。しゅんせ

つの浄化効果を検証し、下

水道の整備や高度処理浄化

槽設置への支援、減農薬農

業の推進など、実効ある浄

化対策へ転換が必要です。

2,700億円（21.1％）

１兆2,800億円（1975年～2010年）

埋立面積 9.8ヘクタール

埋立容量 240万立法メートル

処理能力 14.5ｔ/日（２炉）

処理方法 高温ガス化直接溶融方式

最終処分場

焼却・溶融処理施設

県環境保全事業団運営の「エコフロンティア

かさま」（笠間市福田、2005年操業開始）は、

ごみの減量化やリサイクルの進展などで収益が

低迷しているとして２０１０年に、▽当初１０

年としてきた埋立期間を３０年に延長▽産廃を

県外からも受け入れる▽可燃ごみは市外からも

受け入れる――との方針に転換しました。

県包括外部監査報告書（13年２月）は、「どのような廃棄物をどの市町村、他

県から受け入れているのか統計がない」と管理のずさんさを指摘しています。

２００９年度の温室効果ガスのうち

ＣＯ２排出量は４７６０万９千トン。

排出割合は産業部門が７割を占め、全

国平均（34.0％）の２倍以上となって

います。県環境白書は「本県は鉄鋼、

石油化学製品生産県であることから産

業部門が全国より上回っている」と分

析しています。企業の「自主努力」ま

かせにせず、排出削減の義務付けなど

実効ある対策が必要です。



●教育行政の全国指標から

◇教員１人当たりの児童・生徒数

小学校児童数……………………………………………１７位

中学校生徒数……………………………………………１９位

高等学校生徒数…………………………………………１６位

◇公立小・中学校教育費（児童・生徒１人当たり）……… ２５位

◇公立高等学校教育費（生徒１人当たり）…………………３５位

◇公立特別支援学校教育費（同）…………………………４０位

◇図書館数（１００万人当たり）……………………………４２位

●教職員を２０年間に２９００人削減

（２０１３年３月 県統計課「茨城早わかり」より）

25,464人

24,226人

23,355人

22,530人

93年 98年 03年 12年

教育部門職員の削減の経過

●臨時講師——特別支援学校では約２割占める

２００１年

小学校

中学校

高等学校

特別支援

学校

２３４人

２１２人

４３８人

１４７人

合 計 １０３１人

２０１２年

５６６人

４９０人

２８６人

２８２人

１６２４人

教員数に占

め る 割 合

（１２年）

７．６％

１０．９％

７．１％

１８．７％

９．３％

欠員補充：定員に欠員が生じた場合に補充する講師

１０

08年

25,116人

欠員補充のための臨時講師

橋本知事が就任した１９９３年

以降、この２０年間に教職員は２

９３４人削減されました。「第６

次行財政改革大綱」（2012～16年

度の５カ年間）では、公立小中学

校の統合や高校再編などをすす

め、１６年度までにさらに３６６

人削減する目標です。

教職員は授業準備や子どもと触

れ合う時間が取れずに悩んでいま

す。こうした「多忙化」を解消す

るためにも教職員の増員は欠かせ

ません。教職員削減計画は、教育

現場や保護者の願いに逆行するも

のです。

教職員の削減によって臨時

講師が増え、教育現場で常態

化しています。本来正規の教

員を配置すべきところを臨時

講師で補充しています。とく

に特別支援学校では、教員の

約２割は臨時講師で占められ

ています。



●35人学級——小・中学校全学年で実現へ、あと５９億円

（2012年度＝義務教育課試算）

（単位：人）

●私学助成——公私間格差ひろがる

耐震化率

小中学校

高等学校

特別支援学校

７０．５％（全国45位）

７７．５％（全国28位）

８６．４％（全国38位）

（2012年４月１日現在）

要配置教員数

（Ａ）

既配置数

（Ｂ）

増加教員数

（A)－(B）

追加負担額

小学校（１～６年） ６，１２７ ５，７４８ ３７９ ３６億円

中学校（１～３年） ２，５９４ ２，３５１ ２４３ ２３億円

合 計 ８，７２１ ８，０９９ ６２２ ５９億円

茨城県の公立学校施設の耐震改修状況

●学校耐震化——県の財政支援が必要

父母負担の公私間格差
（高校・2011年度県平均）

696,751円

7,850円

私立

公立
（初年度納付金＝入学金を含む）

11

少人数学級の拡大は、県議会に毎年請願が提出されるなど県民の強い願いと

なっています。県教育委員会は２００２年度に小学１年を対象に３５人学級を

一部で実施、０３年度からは小学２年までに拡大し、１０年度から小学４年と

中学１年まで対象を広げました。しかし、３５人を超えるクラスが３クラス以

上あることが条件で、２クラス以下は非常勤講師を配置するという不十分なも

のです。

小・中学校全学年での３５人学級の実現には、６２２人の教員増と追加予算

５９億円で実現できます。

公立高校無償化とともに私立

高校への就学支援金が実施され

ましたが、支援金を引いても初

年度納付金は６９万円、入学金

を除いても年間５０万円の学費

負担で、今なお公私間格差は広

がっています。

学費滞納や経済的な理由で中

退する生徒も増えており、教育の機会均等を保障する立場からも、公私間格差

の是正にむけた支援が求められています。

文部科学省発表の「公立学

校施設の耐震改修状況調査」

では、県内の小中学校の耐震

化率は７０．５％で、全国平

均の８４．８％を下回り、全

国４５位でした。

小中学校の耐震化を促進す

るためには、市町村任せにせず、財政支援など県の積極的な役割が必要です。



●通学路の安全—ー対策必要１８９０ヵ所

03

1 つくば特別支援学校 ３９４人

2 勝田特別支援学校 ３７８人

3 鹿島特別支援学校 ２８７人

4 美浦特別支援学校 ２５３人

5 境特別支援学校 ２５２人

6 水戸飯富特別支援学校 ２３９人

7 友部特別支援学校 ２１７人

9 水戸特別支援学校 ２００人

8 伊奈特別支援学校 ２２４人

児童生徒数が200人を超える

特別支援学校

（2013年５月１日現）

1２

●特別支援学校——１８校中、１２校で教室不足

点検場所数

対策必要

個所数(Ａ）

対策状況 対策率

（Ｂ/Ａ）
対策済（Ｂ） 対策予定 対策未定

2,067 1,890 1,131 497 262 59.8％

（2013年３月末現在）

04 05 06 07 08 09 10 11 12

84 93 95
116 117

129

144

164 167

142
155

13

特別支援学校の不足教室の状況
（プレハブ仮校舎を含む）

（５月１日現在）

対策の実施状況

特別支援学校の児

童生徒は年々増加

し、教室不足が深刻

な状況です。現在、

県立特別支援学校１

８校のうち１２校で

教室不足です。在籍

児童生徒が２００人

を超える大規模校は

９校もありまる。０

７年に２００人規模

で開校したつくば特別支援学校は、現在

３９４人と県内１の過密状態になってい

ます。

県教委は「県立特別支援学校整備計

画」（2010年から５カ年）を策定、１２

年４月に境町の高校跡地に新設、１５年

度には常陸太田市の小学校跡地に新設を

計画しています。しかし「整備計画」は

教室不足を解消するものにはなっておら

ず、大規模・過密校の分離新設など「整

備計画」の抜本的見直しが必要になって

います。

「整備計画」の抜本見直しを

道路種別

対策必要

個所数

対策済率

国

国・県

国・市町村

県

県・市町村

市町村

17

2

1

551

29

1,290

58.8％

0.0％

100.0％

47.2％

65.5％

65.2％

合計 1,890 59.8％

国：直轄国道（4，6，50，51号線）

県：県管理国道（直轄以外の国道）、県道

国・県などは交差点等で管理者が複数の個所

通学路での交通事故が相次いでいます。

県の緊急点検の結果、小学校の通学路のう

ち対策が必要な場所は１８９０ヵ所にのぼ

り、１校あたり３ヵ所以上の危険な場所が

あることがわかりました。「道路が狭い」

「見通しが悪い」「人通りが少ない」「大

型車が頻繁に通る」などが挙げられていま

す。



県民には「財政難だから」と“痛み”を押し付けながら、莫大な税金をつぎ込

み続けてきた大型開発。企業呼び込みの工業団地や港湾建設、新たな水開発など

の現状はどうなっているのでしょうか。

●常陸那珂港区

——総事業費は６８００億円、すでに３３４０億円を投入

全体計画

2011年まで

の実施額 主な事業内容

国

茨城県

地元市村

電力会社

1,422億円

4,425億円

203億円

750億円

875億円

1,680億円

91億円

694億円

東・北防波堤、県への補助金

岸壁、直轄負担金、用地造成

防波堤、岸壁

東・北防波堤

計 6,800億円 3,340億円

県施工分におけ

る電力分担金 467億円 466億円

電力用地造成（北ふ頭）

灰処分場造成（中央ふ頭）

合計 7,267億円 3,806億円

常陸那珂港区の総事業費と実施額

13

年 取扱貨物量 入港船舶数

０４

０５

０６

０７

０８

０９

１０

１１

４３０万㌧

４１４万㌧

４４６万㌧

４２２万㌧

４３７万㌧

４９４万㌧

６５０万㌧

６０９万㌧

７３８隻

７６１隻

８１６隻

９１６隻

１００４隻

９７９隻

１３１６隻

１２８７隻

常陸那珂港区の利用状況常陸那珂港区建設は、東海村とひたちなか市

にまたがる海岸を埋め立て、太平洋に北、中

央、南の３つのふ頭を建設する巨大事業です。

総事業費は６８００億円で、すでに３３４０億

円が投入され、その半分は県負担です。

入港する船舶は１日３．５隻程度で、取扱貨

物量も大きな伸びはありません。１１年度の貨

物量の３割は、北ふ頭に立地する東電常陸那珂

火力発電所用の石炭が占めています。

県は２００１年に「需要が見込める」などとして中央ふ頭建設に着手、今

後、３４６０億円を投じる大事業に踏み出しています。



●大企業の「専用港」に——さらに中央ふ頭に工業用地造成

14

●県有地に大型商業施設——米国資本の量販店も進出

ケーズデンキ

ジーユー

スポーツデポ

ヤマダ電機

国
有
地

テ
ク
ノ

セ
ン
タ
ー

ジョイフル

本田
６．５３ha

ファッション

クルーズ
11.0ha

蔦屋書店

ビックモーター

東京

インテリア

コストコ
５．４ha

（出店予定）

国道２４５号線

昭
和
通
り

至 勝田駅駐車場として暫定貸付

国営ひたち海浜公園

ひたちなか地区の土地利用状況

巨費を投じて建設された北ふ頭は現在、日立建機、コマツの両社が製造した

大型建設機械の“専用積み出し港”と化しています。

県は当初計画で「港湾関連用地」だったところを、工場が誘致できるよう用

途変更し、企業の要請に応えてきました。橋本知事は「輸出型産業が輸送コス

ト削減のために臨海部に進出する動きが強まっているため」と説明していま

す。６月の国への要望では、大手建設機械メーカーの生産体制が増強され、中

ふ頭に大水深岸壁の整備が必要になったとして予算措置を求めています。

ひたちなか地区に県が

造成した開発用地の８割

以上は大型商業施設で占

められています。これま

で複合型商業施設や大型

ホームセンター、家電量

販店など相次いで出店。

さらに米国資本の倉庫型

量販店の進出も決まって

います。

ひたちなか地区への大型商業施設の集中誘致にたいし、地元のひたちなか商

工会議所は橋本知事に「これ以上の大型商業施設の立地は控えてほしい」と要

望。ひたちなか、東海の両市村も土地の利用・処分のあり方について協議の場

を設けるよう県に求めています。しかし県は残る開発用地についても「特定機

能に限定することなく誘致する」（13年６月の県議会）と商業施設も積極的に

受け入れていく姿勢です。

地元商工会議所が県に見直しを要望
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●需要予測下回る——「利用促進」と毎年税金投入

●軍事基地と共用の危険ーー新滑走路を自衛隊も使用

●実績とかい離する水需要予測

【第１回】07年10月15日～19日（三沢基地・タイプⅠ）

【第２回】08年１月16日～20日（ 同 ・タイプⅠ）

【第３回】09年10月２日～９日（嘉手納基地・タイプⅠ）

【第４回】10年１月29日～２月５日（ 同 ・タイプⅡ）

【第５回】12年２月13日～24日（岩国基地・タイプⅡ）
〈タイプⅠ〉１機から５機の米軍機が１～７日間にわたって実施する訓練

〈タイプⅡ〉６機から12機が８～14日間実施する大規模訓練

米軍再編による百里基地での日米共同訓練

❋実績は「茨城県の水道」より。予測は「茨

城県長期水需給計画」（2007年３月）より

札幌、大阪、福岡、那覇の４路線

１日２４便・年間８１万人

神戸、札幌、那覇の３路線

１日４便・年間３１万人

※路線・便数は７月１日現在。旅客数は１２

年度の国内便実績

２０１０年３月、茨城空港は「北関東の玄関

口」「首都圏第３の空港」などどアピールし開

港しましたが、３年を経過しても国内便は開港

時の需要予測を大きく下回ったままです。自民

党議員からも「目標に遠く及ばず期待はずれ」

（12年９月の県議会）と指摘されています。

県は「利用促進」などを理由に空港対策費と

して１２年度１０億５千万円、１３年度も１０

億２千万円を予算化し税金投入を続けていま

す。

航空自衛隊百里基地

は、Ｆ１５戦闘機や偵

察機が配備されている

実戦基地です。年間の

発着回数は３万回にの

ぼります。同基地はこ

れまで滑走路が１本し

かなく、誘導路も住民の「一坪運動地」によって「くの字」に曲げられ、「欠陥

基地」といわれてきました。「共用化」によって自衛隊は新滑走路を自由に使用

できるようになりました。基地機能の強化は米軍との大規模な訓練も可能となっ

ています。自衛隊は１１年度、新滑走路を年間６００回使用しています。

県の長期水需給計画（2007年３月改定）

は２０２０年を目標年次に、１人１日最大

給水量を４５０リットル、１日最大給水量

を１４３万１０００立法メートルにすると

いうものです。これは０４年度に比べて１

人１日最大で１．１５倍、給水量で１．３

７倍に当たります。ところが県内の給水量

は１９９５年からほとんど横ばいか減少傾

向にあり、県の予測は実態と大きくかけ離

れています。

県は長期水需給計画の改定で日量４７万

立法メートルも余ることを認め、計画水量

を縮小しましたが、過大な水需要予測は見

直そうとしていません。



事業費の進捗状況

総事業費 08年まで

事業費 1,900億円 1,450億円

進捗率 ― 76.3％

総事業費

うち本県負担額

（内訳）治水分

利水分

4,600億円

268億円

126億円

142億円

2011年までの県負担

（内訳）治水分

利水分

221億円

104億円

117億円

八ッ場ダム建設事業の本県予算
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給水実績
(09年度上水道） 981,059

地下水

既存水利権
285,025

852,610

保有水合計 1,137,635

八 ッ 場 ダ ム、

霞ヶ浦導水事業

など

新規水利権 39,440

県中央 ２億7,500万円

鹿 行 ４億 500万円

県 南 13億1,600万円

県 西 ５億3,100万円

４つの広域水道事業の

2011年度決算での黒字額

●水道会計——黒字分は水道料金の引き下げに

●霞ヶ浦導水事業ー—当初の目的は破たん

●八ッ場ダム——利水・治水とも必要性ない

◇事業主体：国土交通省

◇総事業費：約１，９００億円

◇工期：１９８４年度～２０１０年度

（５年延長、２０１５年度まで）

県内市町村の給水量（2009年）である１日最

大９８万１千立法メートルにたいし、認可地下

水２８万５千立法メートル、既存水利権８５万

３千立法メートル、合わせて保有水量は１１３

万８千立法メートルと給水量の１．１４倍あり

ます。新規に水開発する３９万４千立法メート

ルは必要なくなります。

新たな水源開発をやめれば、建設負担金など

がなくなり、水道料金の大幅値下げにも道が開

かれます。

●保有水量は給水量の１．１４倍

（「茨城県の水道」２００９年度より）

那珂川の水を導水して「霞ヶ浦を浄化」する

という事業目的は、那珂川はアオコ増殖の原因

である全窒素が高く、むしろ導水によって霞ヶ

浦の富栄養化がさらに促進されることが専門家

の指摘で明らかになっています。もう一つの目

的「都市用水の確保」は、すでに大幅な水余り

状況で新規用水は必要なくなっています。

茨城、栃木両県の関係漁協は「漁業権を侵害

する」と事業中止を求めています。

八ッ場ダム事業（群馬県長野原町）は

利水・治水とも必要性がなくなっていま

す。首都圏の水需要も減少傾向で、本県

を含め「水余り」状況です。洪水対策の

効果も薄いことが明らかになっていま

す。計画発表から６０年、ダムをめぐっ

て苦しめられた住民の生活再建と地域振

興を国に求めるべきです。

市町村に水道水を供給している県の広域水道事業は

２０１１年度、４つの事業全てで黒字を計上しまし

た。関係市町村長は、他県に比べて高い水道料金の値

下げを求めています。しかし、純利益２５億円は値下

げに還元されることなく、剰余金として積み立てられ

ました。



地 区 名 施行面積 計画人口 施行者

つくば市

萱丸 292.7ha 21,000人 都市再生機構

島名・福田坪 242.9ha 15,000人 茨城県

上河原崎・中西 168.2ha 11,000人 茨城県

葛城 484.7ha 25,000人 都市再生機構

中根・金田台 189.9ha 8,000人 都市再生機構

つくばみら

い市

伊奈・谷和原丘陵部 274.9ha 16,000人 茨城県

守谷市 守谷駅周辺 38.7ha 3,800人 守谷市

守谷東 39.5ha 2,400人 組合

合 計（８地区） 1731.5ha 102,200人 4,074億円

総事業費

539億円

626億円

3944億円

1,078億円

265億円

718億円

247億円

207億円

つくばエクスプレス沿線の土地区画整理事業

売れ残り保有土地 （12年３月31日現在）
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●売れ残りは１２０７ha
面積 借入残高

県 1102.3ha 3,187億円

開発公社 43.0ha 107億円

土地開発公社 51.7ha 158億円

その他 9.5ha ―

計 1206.5ha 3,452億円

●多額の将来負担——大規模宅地開発

県や開発公社、土地開発公社が

保有する工業団地など売れ残り土

地は１２０７ヘクタール、借入残

高は３４５２億円にのぼります。

２３４ヘクタール保有していた住

宅供給公社は２０１０年９月に、

都道府県では初めて破産を申し立

てました。

県が開発公社に委託して開発し

た工業団地のうち、売れ残ってい

る９割は、バブル経済崩壊後に取

得し事業化したものです。開発を

控えるべき時期に事業を拡大し、

財政を悪化させた県政運営の責任

が問われています。

工業団地名 取得年 分譲可能面積 売れ残り面積

宮の郷 93～97 52.2ha 44.4ha

茨城中央 92～ 123.7ha 118.1ha

北浦複合 94～ 129.5ha 119.7ha

茨城中央
（笠間地区）

96～ 74.3ha 74.3ha

茨城空港
テクノパーク

04～ 37.2ha 37.2ha

バブル崩壊後に取得した工業団地

つくばエクスプレス（ＴＸ）沿線開発は、県などが事業主体となり、８地区

１７００ヘクタールに人口１０万人を呼び込もうという大規模宅地開発です。

県の先買い用地費や区画整理事業費は金融機関などからの借金でねん出されま

した。ＴＸ沿線開発全体の県債残高は１８３８億円（2010年度末）です。地価

は下落傾向にあり、先買い地が処分できたとしても将来負担額は７６４億円

（11年度決算ベース）にのぼります。県は、だたしＴＸ鉄道会社からの償還剰

余金があり、実質的な将来負担額は４３３億円を見込んでいると説明していま

す。

保有地一覧は

18～19ページ
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大型開発につきすすんできた結果、残されたのは借金の山です。この借金返済

に県民の税金がつぎ込まれています。県民の福祉と暮らしをまもるために使われ

るべき財源が、開発のツケに消えていっていいのでしょうか。

●橋本知事のもとで借金は３．６倍に増大

1993年度 2012年度

5,698億円

2兆513億円

2０

●これまでの税金投入は1,613億円——当初予算の３倍も

売れ残り工業団地や

開発用地の破たん処理

予算が急増していま

す。２０１３年度当初

予算を含めると、これ

まで１６１３億円の税

金が投入されました。

当初予算に１００億

円規模を計上しなが

ら、最終補正でその２

～３倍と大幅に増額す

るという県民をだますやり方です。

この財源は県税収入増額分などの一般財源です。本来、県民生活を守るため

に使われるべきものです。県民の願いより開発の破たん処理を最優先にする財

政運営でいいのか、いま大きく問われています。

県の借金である県債残高は、２０１２年度で

２兆円を超え、過去最高となりました。年間予

算の１．８倍、橋本県政５期２０年で３．６倍

に増えました。

県債残高の増大にともない、毎年の借金返済

である公債費が増えています。１３年度当初予

算で１４５４億円、歳出全体の１３．５％を占

めています。



●県債の使い道ーー７割以上は公共事業関係

●進出企業への免除額は１０年間で２８０億円

2１

●将来負担比率——全国ワースト４位

年度 免除税額

０３年度 7,200万円

０４年度 14億2,500万円

０５年度 26億8,400万円

０６年度 35億7,400万円

０７年度 57億1,200万円

０８年度 70億2,300万円

０９年度 40億6,600万円

１０年度 14億4,300万円

１１年度 10億6,200万円

１２年度 9億900万円

〈03～12年度の免除額累計〉

279億6,700万円
（法人事業税 172億2,700万円）

（不動産取得税107億4,000万円）

将来負担比率

１位 兵庫県 ３５１．７

２位 北海道 ３３４．８

３位 新潟県 ２８１．５

４位 茨城県 ２７６．２

５位 富山県 ２７０．５

６位 広島県 ２６０．４

〈通常県債〉
公共事業関係

（土木）

（農林）

（国直轄事業）

教育、公営住宅、

保健福祉、災害復

旧、その他

退職手当債

第３セクター債

１兆 312億円（74.4％）

（6,287億円）

（ 885億円）

（3,140億円）

2,698億円（19.4％）

496億円（3.6％）

355億円（2.6％）

計 １兆3,861億円（100％）

〈特例的県債〉
臨時財政対策債

減収補てん債

その他

5,033億円（82.0％）

535億円（8.7％）

569億円（9.3％）

計 6,137億円（100％）

合 計 １兆9,998億円

（２０１１年度決算）

港湾や水開発、企業誘致のための

大型開発をすすめてきた結果、公共

事業関係の県債残高は通常県債の７

割以上を占めています。

第３セクター債は住宅供給公社の

破産処理の際に発行したもので、債

務保証を新たな借金で処理したもの

です。「特例的県債」の「臨時財政

対策債」は地方交付税の財源不足分

を肩代わりして自治体が発行するも

ので、２００１年度から始まりまし

た。返済（元利償還）の際、全額を

地方交付税で措置（地方交付税の算

定に編入）するというものです。

本県の「将来負担比率」は２７６％と全国ワー

スト４位です。「将来負担比率」は、公社や第３

セクターを含めて将来負担すべき負担額にたいす

る比率です。将来財政を圧迫する可能性の度合い

が高い指標といわれています。

本県は、県債残高の増加に加えて、保有地対策

やつくばエクスプレス（ＴＸ）沿線開発などの将

来負担が多額となっています。
（２０１１年度決算）

本県は２００３

年度から県内に工

場 な ど を 新 規 立

地・増設した企業

にたいし、不動産取得税と法人事業税の３年間免

除をしています。免除総額は１０年間で約２８０

億円にのぼります。免除を受けている７割以上は

資本金１億円以上の企業です。

売れ残り工業団地を抱えているなかで「企業誘

致の呼び水」（橋本知事）として創設されまし

た。



●３０キロ圏内に「地域防災計画」

２２

●子どもの健康調査ーー県独自の実施は拒否

県議会保健福祉委員会（11年

12月 20日）は、子どもや妊産

婦、希望者に対する放射線被ば

く健康調査の実施を求める申し

入れ書を採択し、県保健福祉部

長に申し入れました。

申し入れでは、県が「健康調

査を実施する必要はない」と答

弁していることにたいし「数値

をもって『安全』を強調して

も、県民の『安全』を得ること

は困難」と強調し、健康影響調

査の実施、検査・相談体制の充

実を求めています。

●５キロ圏のＰＡＺ（予防的防護措置を準備する

区域）４市村＝人口約６万人

●30キロ圏のＵＰＺ（緊急時防護措置を準備する

区域）14市町村＝人口約94万人

放射能汚染による健康への不安が広が

り、若いお母さんなどから子どもの健康

影響調査を求める声が高まりました。

低線量被ばくによる健康被害は不明点が

多く、長期にわたり健康状態を見守る必

要があるためです。子どもや妊産婦、希

望者への内部被ばく検査、尿検査、甲状

腺超音波検査の実施が求められました。

しかし橋本知事は「現時点で内部被ば

く検査など健康調査は必要ない」（2011

年12月の県議会）と答え、健康調査の実

施を拒みつづけています。

栃木県は小学生を対象にした内部被ば

く検査などに踏み出しました。放射能被

害から子どもと県民をどう守るか、県政

の役割と責任が問われています。

県はことし３月、原発事故の際の地域防

災計画を策定しました。東海第２原発から

半径３０キロを、必要な防護措置をとる区

域、５キロを事故時に即時避難する区域と

定めています。計画素案にたいする意見募

集には、「再稼働に反対及び廃炉の明示」

「避難先、避難経路の明示」「ＵＰＺの範

囲が狭い」「安定ヨウ素剤の事前配布」

などの意見が寄せられました。

福島原発事故の被害は２年を過ぎても拡大しつづけています。環境の除染、廃棄

物や土壌、焼却灰の処理など重要課題が山積しています。農産物の検査体制強化や

健康調査の実施を求める声は切実です。原発災害から県民の命と健康、生活をまも

る県政の取り組みが求められています。



●３．１１——原子炉事故寸前だった

2３

３月11日 14時46分 地震発生

48分 原子炉自動停止

外部電源喪失。非常用ディー

ゼル発電機３台起動

緊急時炉心冷却機器による原

子炉冷却開始

19時25分 非常用海水ポンプ室冠水。非

常用発電機１台停止

13日 19時37分 外部予備電源（154㌔㌾）復旧

15日 ０時40分 原子炉冷温停止

18日 15時06分 外部常用電源（275㌔㌾）復旧

東日本大震災後の東海第２原発の状況

●再生可能エネルギーに恵まれている茨城県

●再稼働の危険——老朽原発、全国一の人口密集地

２０１１年３月１１日、地震

発生後の午後２時４８分、原子

炉は自動停止しましたが、外部

電源を喪失し、３台ある非常用

発電機のうち１台は津波の影響

で水没し停止しました。原子炉

の冷却は残された２台の非常用

発電機でおこなわれ、冷却のた

めの注水と蒸発による圧力上昇

を抑えるための弁の操作を頻繁

に繰り返す「綱渡り」の操作が

続きました。原子炉水温が１００度未満、圧力が大気圧と同じとなる冷温停止と

なったのは３日半たった１５日午前０時４０分、通常の倍の時間を要しまし

た。「安全に冷却できた」（日本原電）などとはいえない状況でした。

〈老朽化〉東海第２原発は１９７８年１１月に営業運転を開始、ことしで３５

年を経過します。定期検査では原子炉のシュラウドサポートに４０ヵ所以上の

ひび割れが見つかるなど老朽化の症状を顕著に示しています。２０１１年５月

からの第２５回定期検査でも、蒸気乾燥器のひびや高圧炉心スプレイ系に部品

の一部が脱落していたことが確認されています。

〈人口密集地〉住民の避難などが必要になる３０キロ圏内に９４万人、該当す

る市町村の全人口では１０６万人に及ぶ全国一の人口密集地です。橋本知事は

「県内のバスを総動員しても、１回２４万人しか搬送できない。一斉避難は不

可能」（12年３月の県議会）と答弁しています。

「東海第２原発の再稼働阻止・廃炉をめざす県民センター」は、橋本知事あ

てに６次にわったて署名を提出、署名総数は現在約３０万人分に及びます。

設備容量（ｋｗ）

太陽光
住宅用 １，３２１，６８２

事業用 ７２８，１５６

風力 ９５，３２２

バイオマス（木質系） １０５，２５９

県内の再生可能エネルギー利用可能量

（2011年２月「緑の分権改革」推進事業・茨城県クリー ン

エネルギー 資源量調査より。風力は洋上風力発電を含

まない）

県が調査した再生可能エネル

ギーの利用可能量は、太陽光、風

力、バイオマスだけでも２２５万

キロワット、原発２基分に相当し

ます。

再生可能エネルギーの導入は新

たな産業と雇用を創出し、地域経

済を活性化させます。しかし県は

２０１１年度に住宅への太陽光発

電の補助制度を廃止しました。



県民の暮らしの条件がますます悪化しています。国保税滞納世帯が２割を超え、

生活保護世帯も増えています。「暮らし応援」の県政への転換は県民の切実なねが

いとなっています。

第１は、福祉と暮らしに最優先で取り組む

県政への転換です。

橋本県政はこれまで、「行財政改革」の名

のもとに、福祉サービスの切り捨て、福祉施

設の統廃合をすすめ、全国最低クラスの福祉

水準をさらに引き下げてきました。県民の願

いがいくら切実であっても、国の制度以上の

ことはやろうとせず、国が制度改悪すれば、

第２は、地域に根ざした産業振興への転換

です。地域にある力、産業を育て、伸ばし、

雇用を増やすことは産業振興の基本です。し

かし、茨城県政はこれまで企業呼び込みのた

めの大型開発に巨額の税金を投入してきまし

た。その結果は、開発計画が破たんし、多額

の県民負担だけが残されました。

「開発すれば企業が進出し、地域が栄え

いっしょになって県民に“痛み”を押し付け

てきました。国の悪政いいなりでは県民生活

は守れません。

県政に県民の暮らしの「防波堤」の役割が

求められています。「住民福祉の機関」とい

う自治体本来の立場に立ち返り、「生存権」

を保障する憲法を生かした県政に転換すると

きです。

本県の財政力は全国８位です。大型開発

中心の税金の使い方から抜け出してこそ、

県民の福祉と暮らし、地域経済をよくする

道が開かれます。

公共事業の中心を、学校耐震化や福祉施

設の改修、県営住宅建設、生活道路改良な

ど、県民生活に役立つ分野に切り換えるな

る」という「開発神話」からの決別が必要で

す。地域経済を支える中小企業を支援し、地

場産業と農林水産業を応援する県政に切り換

えることです。

原発から撤退し、自然エネルギーの普及・

促進に取り組むなら、地域密着型の新産業を

生み出し、雇用を創出し、地域経済の振興に

大きな力となります。

ら、少ない予算総額で地域経済に大きな波及

効果を生み出すことができます。巨額の税金

投入が必要な大型開発をやめ、県民の暮らし

優先へ転換すれば、財政再建への道も開かれ

ます。

県民の福祉・暮らし応援の県政へ、力をわ

せましょう。

２４
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